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告示調書及び図面のチェックポイント

項 目 チェック

●告示調書

・調書は「告示調書作成要領TP(190105最新版).xls」を使用して作成のこと。（一太郎等を使

用しないこと）
□

・適切な様式を選択して作成されているか（様式２－１，様式２－２等）

なお、使用しないシートは削除すること。
□

・道路の区域欄の記載方法（旧道が発生する場合等）は正しいか。 □

・区間は公図、土地登記簿謄本等と整合しているか（必ず公図等を入手して確認すること） □

・区間欄の記載方法（大字、字の省略、番地を記載しない等）は正しいか。

※市町村合併により大字がなくなった旧町村について注意のこと。
□

・幅員は小数第１位まで、延長はメートル単位で記載されているか。 □

・告示調書と図面上の数値が合致しているか。 □

・起終点の増減がある場合、路線認定時の起終点と変更とならないか。（変更となる場合は

議会議決が必要。）
□

・重用区間がある場合、当該重用区間も告示延長に含まれているか。 □

●位置図

・管内図等を使用して作成のこと。 □

・起終点及び延長の表示がされているか。 □

●平面図

※図面の作成について

・起終点の旗揚げはあるか。 □

・旗揚げに延長、最大・最小幅員の記載があるか。（告示が必要な場合） □

・起点及び終点に地先地番が記載されているか。（告示が必要な場合） □

・延長、幅員の数値は正しいか。（実測して確認すること。） □

・告示区間の延長は、道路部が変更される区間の車道中心線の延長となっているか。 □

・起終点の総累加延長の表示は正しいか。 □

・延長の増減がある場合、区分線の数値は５０ｍピッチで修正してあるか。 □

・最大・最小幅員が複数個所ある場合は、起点側でとっているか。 □

・幅員を計測する際、車道中心線と垂直になるように計測しているか。 □

・自動車専用道路指定も行う場合は、指定区間の旗揚げをすること。 □

・図面上の数値と告示調書の数値が合致しているか。 □

・旧道がある場合、旧道側にも旗揚げ、車道中心線等の記載はあるか。（旧道区間の距離標

を基準にピッチを調整すること。）
□

・距離標及びそのコマ図が記載されているか。距離標は、現地に設置されているか。 □

・距離標コマ図には、付近の地物（側溝、法面等）からの位置関係が示されているか。 □

・横断コマ図（１枚につき代表的な部分を 2箇所）が記載されているか。 □

・横断コマ図に道路区域全体の内容が記載されているか。（車道部だけでなく、法面等も含めること） □
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・上空制限箇所（トンネル等）がある場合、その横断図が記載されているか。（幅員構成・建

築限界も記入のこと。）
□

・図面の接合線（１枚につき 2箇所）は記載されているか。 □

・工事履歴は記載されているか、また正しい工事名で記載されているか。 □

・信号機・照明灯等がある場合、記載されているか。 □

・用地境界杭は記載されているか。 □

・重用区間がある場合、当該図面があるか。（国交省の場合、そのコピーで可） □

・工事用平面図を接合したものは告示用図面としては不可である。 □

・橋梁及びトンネルがある場合、旗揚げがしてあるか。 □

・調製年月が修正してあるか。 □

※色塗りについて

・新道・旧道・廃道の色塗りの範囲は正しいか。 □

・修正前と修正後の現道部分の色塗りの範囲が一致しているか。（現道を拡幅等した場合、

変更前と変更後で赤と白が入り混じることがあるので注意。）
□

・交差点等の管理区分が明確になっているか。 □

・道路区域に取り込んだ構造物が技術的に、又は管理上問題ないか。 □

・道路区域の取り方が適切か（農業用用水路や河川区域内の石組み、堰堤等の不要区

域を入れていないか）。
□

・「従前から道路の区域である部分」については、変更後図面では“当該区間を赤線で囲う”

こととし、黄色で塗る必要はないこと。
□

・起終点の色塗りについて、着色範囲が車道中心線と垂直になっているか。 □

・平面図で分かりにくい箇所等は、写真を取って送付すること。 □

・新たに拡幅した箇所について、図面の記入漏れはないか再度確認のこと。 □

・国道等と交差する場合、管理区分どおりの色塗りとなっているか。 □

●その他

※旧道処理・廃道処理について

・BP 工事等で旧道を地元市町村へ移管する予定の場合、事業着手までに「県道の管理移

管に係る覚書」を締結し、事業完了までに移管条件処理を完了させ、区域変更告示までに

市町村道区域決定（変更）をさせること。（告示依頼の際に覚書・協議書等の写しを添付）

□

・改築工事等の際道路区域として管理する必要性のない部分は道路区域に入れないこと。 □

※不用物件の取扱いについて

・不用物件が発生する場合、不用物件処理要領の様式第１号を作成のこと。 □

※データシートについて

・必要なデータシートは作成されているか。（迂回路、架設橋等の場合は作成不要。） □

※関係機関との協議

・国の代行工事、都市計画事業等の場合、現地の引渡手続きが完了したか □

・市町村道と重複する場合、管理等について十分協議がなされているか。（交差点の隅切り

部分の管理や占用物件等の引継ぎの調整もなされているか）
□
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・道路工事に伴って設置した付替水路について、地元又は下水道管理者への引継ぎ

の協議がされており、道路区域に含まれていないか。
□

その他、「道路の区域の決定（変更）及び供用の開始等事務処理要領」及び「鳥取県道路台帳管理事務

提要」によること。


